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(54) Title: FIXED CONSTANT VELOCITY UNIVERSAL JOINT

(54) 発明の名称 ：固定式等速自在継手

(57) Abstract: A fixed constant velocity universal
[ 図2a] joint (1) wherein: the track grooves (7) of an outer

joint member (2) comprise a first track groove part
a i Aa) (7a) positioned toward the interior and a second

track groove part (7b) positioned toward the open
ing; the first track groove parts (7a) have an arc-
shaped ball orbit center line (Xa) having a center of
curvature that i s not offset ：from the joint center (O)
in the axial direction, and the plane (M) containing
at least the ball orbit center line (Xa) and the joint
center Ό i s inclined with respect to the axial line
(N-N) of the joint, and the inclination directions of
the adjacent first track groove parts (7a) in the cir
cumferential direction are formed in mutually op
posite directions; the second track groove parts
(7b) have an arc- shaped ball orbit center line (Xb),
the center of curvature of which i s offset more to
the outside in the radial direction than the ball orbit
center line (Xa) of the first track groove parts (7a);
the ends (A) of the ball orbit center lines (Xa) of< the first track groove parts (7a) are positioned more
toward the opening than the joint center ( , and
this position accounts for at least 60% of the effect

7a (7Ba) ive track length ：from the joint center (O) to the
opening; and the ball orbit center lines (Xb) of the
second track groove parts (7b) are connected to the

ends (A). This fixed constant velocity universal joint i s characterized m that when the operating angle i s 0° and the plane (P) con
taining the joint center (O) i s taken as a reference, the ball orbit center lines (Y) of the track grooves of an inner joint member (3) are
formed as mirror images with respect to the ball orbit center lines (X) of the track grooves (7) of the outer joint member (2) with
which a pair of track grooves i s formed.

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：

国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

固定式等速 自在継手 1 において、外側継 手部材 2 の トラ ック溝 7 は、奥側 に位置す る第 1 の トラ ック
溝部 7 a と、開 口側 に位置 す る第 2 の トラ ック溝部 7 b とか らな り、第 1 の トラ ック溝部 7 a は、継 手
中心 O に対 して軸方 向にオ フセ ッ トのな い曲率 中心 を もつ 円弧状のポール軌道 中心線 X a を有 し、少 な
くともポール軌道 中心線 X a と継 手 中心 O を含 む平面 M が継手の軸線 N — N に対 して傾斜 す る と共 にそ
の傾斜 方 向が周 方 向に隣 り合 う第 1 の トラ ック溝部 7 a で互 いに反対方 向に形成 され てお り、第 2 の ト
ラ ック溝部 7 b は、 円弧状のポール軌道 中心線 X b を有 し、その 曲率 中心 は第 1 の トラ ック溝部 7 a の
ボール軌道 中心線 X a よ り半径 方 向外側 にオ フセ ッ 卜され てお り、第 1 の トラ ック溝部 7 a の ボール軌
道 中心線 X a の端部 A は、継手 中心 O よ り開 口側 に位置 し、 この位置 が継 手 中心 O か ら開 口側 にお ける
有効 トラ ック長 さの少な くとも 6 0 % を 占め、端部 A に第 2 の トラ ック溝部 7 b のポール軌道 中心線 X
b が接続 され た もの であ って、内側継手部材 3 の トラ ック溝のポ一ル軌道 中心線 Y は、作動角 0 。の状 態
で継手 中心 O を含む平面 P を基準 と して、外側継 手部材 2 の対 とな る トラ ック溝 7 の ポール軌 道 中心線
X と鏡像 対称 に形成 され ている ことを特徴 とす る。



明 細 書

発明の名称 ：固定式等速 自在継手

技術分野

[0001 ] 本発明は、固定式等速 自在継手 に関 し、詳 しくは、 自動車や各種産業機械

の動力伝達系において使用されるもので、駆動側 と従動側の二軸間で角度変

位のみを許容する固定式等速 自在継手 に関する。

背景技術

[0002] 例 えば、 自動車のフロン ト用 ドライプシャフ 卜には、通常、ィンボ一 ド側

(デ フ側）に、最大作動角は比較的小さいが作動角を取 りつつ軸方向変位が

可能な摺動式等速 自在継手が組み込 まれ、 アウ トボー ド側 （車輪側）は、車

輪が操舵 されるので、大 きな作動角が取れるが軸方向に変位 しない固定式等

速 自在継手が組み込 まれる。

[0003] アウ トボー ド側 に使用されている固定式等速 自在継手の一例 と して、図 2

5 にツエツバ型等速 自在継手 1 0 1 を示す。図 2 5 ( a ) は、作動角 0 ° の

状態における縦断面図であ り、図 2 5 ( b ) は、最大作動角を取 った状態を

示す概要図である。図 2 5 ( a ) に示すように、 この等速 自在継手 1 0 1 は

、外側継手部材 1 0 2 、 内側継手部材 1 0 3 、ボール 1 0 4 および保持器 1

0 5 を主な構成 とする。外側継手部材 1 0 2 の球状内周面 1 0 6 には 8 本の

トラック溝 1 0 7 が円周方向等間隔に、かつ軸方向に沿 って形成 されている

。内側継手部材 1 0 3 の球状外周面 1 0 8 には、外側継手部材 1 0 2 の トラ

ック溝 1 0 7 と対向する トラック溝 1 0 9 が円周方向等間隔に、かつ軸方向

に沿 つて形成 されている。外側継手部材 1 0 2 の トラック溝 1 0 7 と内側継

手部材 1 0 3 の トラック溝 1 0 9 との間に トル クを伝達する 8 個のボール 1

0 4 が介在 されている。外側継手部材 1 0 2 の球状内周面 1 0 6 と内側継手

部材 1 0 3 の球状外周面 1 0 8 の間に、ボール 1 0 4 を保持する保持器 1 0

5 が配置されている。外側継手部材 1 0 2 の外周 と、内側継手部材 1 0 3 に

連結 されたシャフ トの外周 とをブーツで覆い、継手内部 には、潤滑剤 と して



グリースが封入されている （図示省略）。

[0004] 図 2 5 ( a ) に示すように、外側継手部材 1 0 2 の球状内周面 1 0 6 と嵌

合する保持器 1 0 5 の球状外周面 1 1 2 、および内側継手部材 1 0 3 の球状

外周面 1 0 8 と嵌合する保持器 1 0 5 の球状内周面 1 1 3 の曲率中心は、い

ずれも、継手中心 0 に形成されている。これに対 して、外側継手部材 1 0 2

の トラック溝 1 0 7 のボ一ル軌道中心線 X の曲率中心 0 o と、内側継手部材

1 0 3 の トラック溝 1 0 9 のボール軌道中心線 y の曲率中心 0 ί とは、継手

中心 0 に対 して軸方向に等距離オフセットされている。これにより、継手が

作動角をとつた場合、外側継手部材 1 0 2 と内側継手部材 1 0 3 の両軸線が

なす角度を二等分する平面上にボール 1 0 4 が常に案内され、二軸間で等速

に回転 トルクが伝達されることになる。

[0005] 図 2 5 ( b ) に示すように、固定式等速自在継手 1 0 1 の主要機能である

最大作動角 m a X は、外側継手部材 1 0 2 の開口端に設けられる入口チヤ

ンファ 1 1 0 とシャフ ト1 1 1 とが干渉する角度に依存する。シャフ ト1 1

1 の軸径 d は、許容伝達 トルクを確保するためにジョイン トサイズ毎に決め

られている。入口チャンファ 1 1 0 を大きくとると、ボール 1 0 4 が当接す

る外側継手部材 1 0 2 の トラック溝 1 0 7 の長さ （以下、有効 トラック長さ

という）が不足 し、ボール 1 0 4 が トラック溝 1 0 7 から脱落 して回転 トル

クが伝達できなくなる。このため、外側継手部材 1 0 2 の有効 トラック長さ

を確保 しつつ、入口チャンファ 1 1 0 を如何に設定するかが、作動角を確保

する上で重要なファクタ一となる。ツエツバ型等速自在継手 1 0 1 では、外

側継手部材 1 0 2 の トラック溝 1 0 7 のボール軌道中心線 X の曲率中心 0 o

が開口側にオフセッ卜されているので、最大作動角の面で有利であるが、最

大作動角 m a x は4 7 ° 程度である。

[0006] また、 8 個ボールタイプのツエッパ型等速自在継手 1 0 1 は、従来の 6 個

ボールの等速自在継手に比べて、 トラックオフセット量を小さくし、ボール

の個数を増や し、かつ直径を小さくしたことにより、軽量 ' コンパク 卜で、

トルク損失の少ない高効率な等速自在継手を実現 している。 しか し、作動角



0 ° の状態で、外側継手部材 1 0 2 と内側継手部材 1 0 3 の対向する トラッ

ク溝 1 0 7 、 0 9 の間に形成される各 くさび角が、外側継手部材 1 0 2 の

開口側に向けて開いているので、 トラック溝 1 0 7 、 1 0 9 からボールに作

用する軸方向の力により、外側継手部材 1 0 2 と保持器 1 0 5 との球面接触

部 1 0 6 、 1 1 2 および内側継手部材 1 0 3 と保持器 1 0 5 の球面接触部 1

0 8 、 1 3 に作用する荷重が一定方向に向かって発生する構造であるため

、更なる高効率化や低発熱化には限度がある。

[0007] 前述 した 8 個ボールタイプのツエツバ型等速自在継手 1 0 1 よりも更に高

効率化、低発熱化を狙って、 トラック溝交差タイプの固定式等速自在継手が

提案されている （特許文献 1 ) 。この等速自在継手を図 2 6 および図 2 7 に

示す。図 2 6 は、作動角 0 ° の状態における縦断面図であり、図 2 7 は、高

作動角を取った状態を示す図である。図 2 6 に示すように、この等速自在継

手 1 2 1 は、外側継手部材 1 2 2 、内側継手部材 1 2 3 、ボール 1 2 4 およ

び保持器 1 2 5 を主な構成とする。この等速自在継手 1 2 1 は、 トラック溝

交差タイプであり、図示は省略するが、外側継手部材 1 2 2 の 8 本の トラッ

ク溝 1 2 7 のボール軌道中心線 X を含む平面が継手の軸線 n _ n に対 して傾

斜すると共にその傾斜方向が周方向に隣り合う トラック溝 1 2 7 で互いに反

対方向に形成されている。そして、内側継手部材 1 2 3 の トラック溝 1 2 9

のボール軌道中心線 y は、作動角 0 ° の状態の継手中心 0 を含む平面 P を基

準として、外側継手部材 1 2 の対となる トラック溝 1 7 のボール軌道中

心線 X と鏡像対称に形成されている。

[0008] 図 2 6 に示す縦断面では、外側継手部材 1 2 の球状内周面 1 2 6 に形成

された トラック溝 1 2 7 が軸方向に沿って円弧状に延び、その曲率中心は継

手中心 0 に位置する。内側継手部材 1 2 3 の球状外周面 1 2 8 には、外側継

手部材 1 2 2 の トラック溝 1 2 7 と対向する トラック溝 1 2 9 が軸方向に沿

つて円弧状に延び、その曲率中心は継手中心 0 に位置する。外側継手部材 1

2 2 の トラック溝 1 2 7 と内側継手部材 1 2 3 の トラック溝 1 2 9 との交差

部に トルクを伝達する8 個のボール 1 2 4 が介在されている。外側継手部材



1 の球状 内周面 1 2 6 と内側継手部材 1 2 3 の球状外周面 1 2 8 の間に

、ボール 1 2 4 を保持する保持器 1 2 5 が配置 されている。外側継手部材 1

2 2 の球状 内周面 1 2 6 と嵌合する保持器 1 2 5 の球状外周面 1 3 2 、 およ

び内側継手部材 1 2 3 の球状外周面 1 2 8 と嵌合する保持器 1 2 5 の球状 内

周面 1 3 3 の曲率 中心 は、 いずれも、継手 中心 0 に形成 されている。 この等

速 自在継手 1 2 では、外側継手部材 1 2 および内側継手部材 1 2 3 の 卜

ラック溝 1 2 7 、 1 2 9 のボール軌道中心線 x 、 y の曲率 中心 は継手 中心 0

に対 して軸方向にオ フセ ッ 卜されていないが、傾斜 した対向する トラック溝

1 2 7 、 1 2 9 が交差 し、 この交差部 にボール 1 2 4 が介在することによ り

、継手が作動角 をとつた場合、外側継手部材 1 2 2 と内側継手部材 1 2 3 の

両軸線がなす角度 を二等分する平面上 にボール 1 2 4 が常に案内され、二軸

間で等速 に回転 トル クが伝達 されることになる。

[0009] 上記の トラック溝交差 タイプの固定式等速 自在継手 1 2 では、外側継手

部材 1 2 2 および内側継手部材 1 2 3 の トラック溝 1 2 7 、 1 2 9 は、 それ

ぞれが、周方向に隣 り合 う トラック溝で傾斜方向が互いに反対方向に形成 さ

れているので、保持器 1 2 5 の周方向に隣 り合 うポケ ッ 卜部 1 2 5 a にボ一

ル 1 2 4 か ら相反する方向の力が作用する。 この相反する方向の力によ り保

持器 1 2 5 は継手 中心 0 位置で安定する。 このため、保持器 1 2 5 の球状外

周面 1 3 2 と外側継手部材 1 2 の球状 内周面 1 2 6 との接触力、 および保

持器 1 2 5 の球状 内周面 1 3 3 と内側継手部材 1 2 3 の球状外周面 1 2 8 と

の接触力が抑制 され、高負荷時や高速回転時に継手が円滑 に作動 し、 トル ク

損失や発熱が抑 え られ、耐久性が向上する。

[001 0] 上記の固定式等速 自在継手 1 2 は低発熱ジ ョイン トと しては優れている

ものの、次のような問題があ り、詳細 を図 2 7 によ り説明する。図 2 7 ( a

) に上記の等速 自在継手が高作動角 を取 った状態 を示 し、図 2 7 ( b ) に外

側継手部材 1 2 2 の トラック溝 1 2 7 とボール 1 2 4 を拡大 して、 その位置

関係 を示す。図 2 7 ( a ) に示すように継手が高作動角 を取 ると、作動角

0 ° の状態の継手 中心 0 を含む平面 P に対 してボール 1 2 4 の中心 O b は e



/ 2 の位 置 に移動 す る。 ボール 1 2 4 と トラ ック溝 1 2 7 は、接触角 を持 つ

た ア ンギ ユラコンタク 卜とな っているので、 ボール 1 2 4 と トラ ック溝 1 2

7 の接触 点 は、 図 2 7 ( b ) に示 す破線上 に位置 す る。 そ して、 ボール 1 2

4 と トラ ック溝 1 2 7 の接触 点の軸方 向の位置 は、 ボール 1 2 4 の 中心 0 b

を通 って、 ボール軌道 中心線 X に対 して直角 な平面 t 上 に位置 す る ことにな

るが、上記 の固定式等速 自在継手 1 2 で は、外側継手部材 1 2 2 の入 口チ

ヤンフ ァ 1 3 0 を大 き くす る と、 高作動角 時 に入 口チ ャンフ ァ 1 3 0 を越

えて外側 に位置 し、 ボール 1 2 4 が トラ ック溝 1 2 7 か ら脱落 す る ことにな

る。 この理 由は、 円弧状 トラ ック溝 1 2 7 の曲率 中心 と継手 中心 0 が一致 し

ているため、 ボール 1 2 4 の 中心 0 b と接触 点 s との間の軸方 向の距離 w が

大 きいので、 トラ ック有効長 さが不足す るためであ る。 したが って、 高作動

角化 が図れない とい う問題 があ る。

先行技術文献

特許文献

[001 1] 特 許 文献 1 ：特 開 2 0 0 9 — 2 5 0 3 6 5 号

発 明の概 要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[001 2 ] 前 述 した従来技術 の問題 に鑑 みて、発 明者 らは、特許文献 1 の トラ ック溝

交差 タイ プの固定式等速 自在継手 において高角度化 を図 るため に、継手 中心

0 か ら開 口側 の トラ ック溝 を直線状 にす る ことを検討 した。 この等速 自在継

手 が図 2 3 に示 す ものであ り、 図 2 3 ( a ) は縦 断面 を示 し、 図 2 3 ( b )

は図 2 3 ( a ) の右側面 を示 す。 図 2 3 ( a ) に示 す よ うに、 この等速 自在

継手 1 4 1 で は、外側継手部材 1 4 お よび 内側継手部材 1 4 3 の トラ ック

溝 1 4 7 、 1 4 9 が交差 タィ プで、外側継手部材 1 4 2 の トラ ック溝 1 4 7

は、継手 中心 0 か ら奥側 は継手 中心 0 を曲率 中心 とす る円弧状 のボール軌道

中心線 X a を有 す る トラ ック溝部 1 4 7 a と、継手 中心 0 か ら開 口側 は直線

状 のボール軌道 中心線 X b を有 す る トラ ック溝部 1 4 7 b とか らな る。 一方



、 内側継手部材 1 4 3 の トラック溝 1 4 9 は、継手 中心 0 か ら奥側 は直線状

のボール軌道中心線 y b を有する トラック溝部 1 4 9 b と、継手 中心 0 か ら

開口側 は継手 中心 0 を曲率 中心 とする円弧状のボール軌道中心線 y a を有す

る トラック溝部 1 4 9 a とか らなる。

[001 3] そ して、図 2 3 ( b ) に示すように、 トラック溝 1 4 7 、 1 4 9 は、 それ

ぞれ、継手の軸線 に対 して周方向に傾斜すると共 にその傾斜方向が周方向に

隣 り合 う トラック溝 1 4 7 A 、 1 4 7 ぉょび 1 4 9 六、 1 4 9 B で傾斜方

向が反対方向に形成 されている。 そ して、外側継手部材 1 4 2 および内側継

手部材 1 4 3 の対 となる トラック溝 1 4 7 A 、 1 4 9 六ぉょび 1 4 7 、

4 9 B の各交差部 にボール 1 4 4 が配置 されている。 したが って、図示のよ

うな作動角 0 ° の状態で トル ク伝達時、 トラック溝 1 4 7 A 、 1 4 9 A の間

に形成 される くさび角の開 く方向 と、 1 4 7 B 、 1 4 9 B の間に形成 される

くさび角の開 く方向 とが互いに反対方向 とな り、保持器 1 4 5 の周方向に隣

り合 うポケ ッ 卜部 1 4 5 a にボール 1 4 4 か ら相反する方向の力が作用する

。 この相反する方向の力によ り保持器 1 4 5 は継手 中心 0 位置で安定する。

このため、保持器 1 4 5 の球状外周面 1 5 と外側継手部材 1 4 の球状 内

周面 1 4 6 との接触力、 および保持器 1 4 5 の球状 内周面 1 5 3 と内側継手

部材 1 4 3 の球状外周面 1 4 8 との接触力が抑制 され、高負荷時や高速回転

時に継手が円滑 に作動 し、 トル ク損失や発熱が抑 え られ、耐久性が向上する

[0014] 上記のように、 トラック溝交差 タイプで、外側継手部材 1 4 2 の トラック

溝 1 4 7 の継手 中心 0 か ら開口側 に直線状の トラック溝部 1 4 7 b を形成す

ることによ り、有効 トラック長 さを増加 させることがで きるが、使用頻度の

多い作動角 を取 った とき、継手の トル ク損失や発熱の抑制 という面で問題が

あることが判明 した。 この理 由を図 2 4 に基づいて説明する。 トラック溝 1

4 7 、 1 4 9 とボール 1 4 4 は、通常、接触角 （3 0 ° ~ 4 5 ° 程度）をも

つて接触 しているので、 トラック溝 1 4 7 、 1 4 9 とボール 1 4 4 とは、図

4 に示すように トラック溝 1 4 7 、 1 4 9 の溝底 よ り少 し離れた トラック



溝 1 4 7 、 4 9 の側面側 の破線 で示 す位置 で接触 している。継手 が作動角

を取 った際 に、各 ボール 1 4 4 には、 トラ ック溝 1 4 7 、 1 4 9 の交差 によ

る くさび角成分 （図示省略） と、 トラ ック溝 1 4 7 、 1 4 9 の溝底 間の継手

半径方 向の拡 が りによる くさび角成分 の両方 が作用す る。 その うち、 トラ

ック溝 1 4 7 、 1 4 9 の交差 による くさび角成分 については、 トラ ック溝 1

4 7 、 1 4 9 の傾斜方 向が交互 に反対方 向な つているので、 ボール 1 4 4 か

ら保持器 1 4 5 のポケ ッ 卜部 1 4 5 a に相反 す る方 向の力が作用す るので、

打消 し合 い、 力がバ ラ ン ス す る。

[001 5] と ころが、 図 2 4 に示 す よ うに、 トラ ック溝 1 4 7 、 1 4 9 の溝底 間の継

手半径方 向の拡 が りによる くさび角成分 については、 図 2 3 ( b ) におい

て、 0 ° ~ 9 0 ° および 2 7 0 ° ~ 3 6 0 ° の位相範 囲 にあ るボール 1 4 4

は直線状 の トラ ック溝部 1 4 7 b 、 4 9 b に位置 し、 この位相範 囲のボ一

ル 1 4 4 には開 口側 に向 けて開いた くさび角成分 1 によ り開 口側へ の力が

作用す る。 一方、 9 0 ° ~ 2 7 0 ° の位相範 囲 にあ るボール 1 4 4 は円弧状

の トラ ック溝部 1 4 7 a 、 1 4 9 a に位置 す るので、 この位相範 囲のボール

には継手 の半径方 向の拡 が りによ り発生す る くさび角成分 2 が 0 であ り、

ボール 1 4 4 の押 出力 は発生 しない。 したが って、各 ボール 1 4 4 に対 して

、 トラ ック溝 1 4 7 、 1 4 9 の交差 による くさび角成分 と、 トラ ック溝 1 4

7 、 4 9 の溝底 間の継手半径方 向の拡 が りによる くさび角成分 とを合わ

せ る と、保持器 1 4 5 の各 ポケ ッ 卜部 1 4 5 a にボール 1 4 4 か ら作用す る

力が釣 り合わず、保持器 1 4 5 と外側継手部材 1 4 2 との球面接触部 1 5 2

、 1 4 6 お よび保持器 1 4 5 と内側継手部材 1 4 3 との球面接触部 1 5 3 、

4 8 の接触 力 を低減 させ る ことがで きない とい う問題 が生 じる。特 に、作

動角 が常用角 を含 む使 用頻度 の多 い作動角 の範 囲では、 トル ク損 失や発熱 の

抑制 とい う面 で大 きな問題 があ る ことが判 明 した。

[001 6] さ らに、 図 2 3 お よび図 2 4 に示 す等速 自在継手 1 4 1 で は、 ボール軌道

中心線 X と継手 中心 0 を含 む平面 に継手 の軸線 n _ n を投影 した とき、 この

投影 した継手 の軸線 に対 して直線状 の トラ ック溝部 1 4 7 b が平行 に形成 さ



れてお り、 一方、 ボール軌道 中心線 y と継手 中心 0 を含 む平面 に継手 の軸線

n _ n を投影 した とき、 この投影 した継手 の軸線 に対 して直線状 の トラ ック

溝部 1 4 9 b が平行 に形成 されている。 このため、継手 が高作動角 を取 った

とき、 直線状 の トラ ック溝部 1 4 7 b 、 4 9 b との間で形成 され る くさび

角 が大 き くな る。 その結果、 直線状 の トラ ック溝部 1 4 7 b 、 1 4 9 b に挟

まれたボール 1 4 4 に開 口側 に飛び 出そ うとす る力が大 き くな りな る。 これ

が原 因で、保持器 1 4 5 のポケ ッ 卜荷重 が大 き くな り、 高作動角時 における

保持器 1 4 5 の強度 が問題 であ る ことが判 明 した。

[001 7] 以 上 の問題 に鑑 み、本発 明は、 トル ク損 失 および発熱 が少な く高効率 で、

高作動角 を取 る ことがで き、 高作動角時の強度 や耐 久性 にも優 れた コンパ ク

卜な固定式等速 自在継手 を提供 す る ことを 目的 とす る。

課題を解決するための手段

[001 8 ] 本 発 明者 らは、上記 の 目的 を達成 す るため に種 々検討 した結果、 トル ク損

失 および発熱 が少な く高効率化 を図 るため に トラ ック溝 が周方 向 に交差 し、

かつ継手 中心 に対 して軸方 向 にオ フセ ッ 卜のない曲率 中心 をもつ円弧状 のボ

—ル軌道 中心線 を有 す る第 1 の トラ ック溝部 によ り使 用頻度 の多 い作動角 の

範 囲 をカバ 一す る と共 に、最大作動角 に対 す る有効 トラ ック長 さを増加 させ

るため に第 1 の トラ ック溝部 とは反対方 向 に湾 曲す る円弧状 の第 2 の トラ ッ

ク溝部 によ り使 用頻度 の低 い高作動角 の範 囲 をカバ 一す る とい う新規 な着想

に至 った。 これ に加 えて、 高作動角時 における第 2 の トラ ック溝部 の くさび

角 の大 きさを抑制 すため に新 たな基準 を見 出 した。

[001 9] 前 述 の 目的 を達成 す るための技術 的手段 と して、本発 明は、球状 内周面 に

軸方 向 に延び る複数 の トラ ック溝 が形成 され、軸方 向 に離 間す る開 口側 と奥

側 を有 す る外側継手部材 と、球状外周面 に前記外側継手部材 の トラ ック溝 と

対 をなす複数 の トラ ック溝 が形成 された内側継手部材 と、前記外側継手部材

の トラ ック溝 と内側継手部材 の トラ ック溝 との間 に介在 して トル クを伝達 す

る複数 のボール と、 このボール をポケ ッ ト内に保持 し、前記外側継手部材 の

球状 内周面 と内側継手部材 の球状外周面 とに嵌合 す る球状外周面 と球状 内周



面 を有する保持器 とを備 えた固定式等速 自在継手 において、前記外側継手部

材の トラック溝 は、奥側 に位置する第 1 の トラック溝部 7 a と、開口側 に位

置する第 2 の トラック溝部 7 b とか らな り、前記第 1 の トラック溝部 7 a は

、継手 中心 0 に対 して軸方向にオ フセ ッ 卜のない曲率 中心 をもつ円弧状のボ

—ル軌道中心線 X a を有 し、少な くともボール軌道中心線 X a と継手 中心 0

を含む平面 M が継手の軸線 N _ N に対 して傾斜すると共 にその傾斜方向が周

方向に隣 り合 う前記第 1 の トラック溝部 7 a で互いに反対方向に形成 されて

お り、前記第 2 の トラック溝部 7 b は、 円弧状のボール軌道中心線 X b を有

し、 その曲率 中心 は前記第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線 X a よ

り半径方向外側 にオ フセ ッ トされてお り、前記第 1 の トラック溝部 7 a のボ

—ル軌道中心線 X a の端部 A は、前記継手 中心 0 よ り開口側 に位置 し、 この

位置が前記継手 中心 0 か ら開口側 における有効 トラック長 さの少な くとも 6

0 % を占め、前記端部 A に前記第 2 の トラック溝部 7 b のボール軌道中心線

X b が接続 されたものであ って、前記内側継手部材の トラック溝のボール軌

道中心線 Y は、作動角 0 ° の状態で継手 中心 0 を含む平面 P を基準 と して、

前記外側継手部材の対 となる トラック溝のボール軌道中心線 X と鏡像対称 に

形成 されていることを特徴 とする。 ここで、上記の継手の軸線 とは、継手の

回転 中心 となる長手方向の軸線 を意味 し、後述する実施形態 における継手の

軸線 N _ N を指す。特許請求の範囲に記載の継手の軸線 も同 じとする。

上記の構成 によ り、 トル ク損失および発熱が少な く高効率で、高作動角 を

取 ることがで き、高作動角時の強度や耐久性 にも優れたコンパ ク 卜な固定式

等速 自在継手 を実現することがで きる。特 に、第 1 の トラック溝部 7 a のボ

—ル軌道中心線 X a の端部 A は、継手 中心 0 よ り開口側 に位置 し、 この位置

が継手 中心 0 か ら開口側 における有効 トラック長 さの少な くとも 6 0 % を占

め、端部 A に第 2 の トラック溝部 7 b の円弧状のボール軌道中心線 X b が接

続 されているので、高作動角時における第 2 の トラック溝部 7 b 、 9 b の く

さび角の大 きさを抑制することがで き、保持器の強度 を確保することがで き

る。



[0021 ] 具体的には、上記の第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線 X a の開

口側の端部 A と継手中心 0 とを結ぶ直線 L が、作動角 0 ° の状態の継手中心

0 を含む平面 P に対 してなす角度 を と し、 この角度 を 1 4 ° ~ 1 6 ° に

設定することが好ま しい。 これにより、高作動角時における第 2 の トラック

溝部 7 b 、 9 b の くさび角の大 きさを抑制することができるので、保持器の

強度 を確保することができる。 自動車用 ドライプシャフ 卜に用い られる等速

自在継手 において常用角を含む使用頻度の多い作動角をカバーするには、角

度 は 1 0 ° 程度あれば十分であるが、第 2 の トラック溝部 7 b 、 9 b の く

さび角の大 きさを抑制するための新たな基準 と して角度 が 1 4 ° ~ 1 6 °

という範囲を見出 したものである。ただ し、 ここで、角度 は直線 L が平面

P 上の直線 となす角の中で最小のものと定義する。そ して、実施形態および

特許請求の範囲においても同 じとする。

[0022] さ らに詳述すれば、高作動角時における第 2 の トラック溝部 7 b 、 9 b の

くさび角を小さ く抑えるという意味では、 の角度は大 きければ大 きいほど

良い。 しか し、 の角度があまり大 きいと、有効 トラック長さが短 くなる。

つまり、第 2 の トラック溝部 7 b 、 9 b を設けた効果が小さ くなるため、大

きな作動角がとれな くなって しまう。固定式等速 自在継手 に必要な最大作動

角は 4 6 ° ~ 5 0 ° が通常である。ボール径、 P C D径のバランスにより、

有効 トラック長さは変化するが、 これを加味 しても、作動角 4 6 ° ~ 5 0 °

をとるのに必要な有効 トラック長さの確保 には、角度 は 1 4 ° ~ 1 6 ° が

限界 となることが判明 した。 よって、高作動角時における第 2 の トラック溝

部 7 b 、 9 b の くさび角の大 きさを抑制 し、保持器の強度 を確保すると共に

、必要 とされる作動角を確保する角度 の最大値の限界は 1 4 ° ~ 1 6 ° で

あ り、 このときの第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線 X a の端部 A

の位置を規定すると、継手中心 0 か ら開口側 における有効 トラック長さの 6

0 % が不可欠 となる。

[0023] また、最大作動角における トラック溝の実際の くさび角 2 て を 2 て 4 3

。 より、次式に基づいて、位相角 = 0 ° の 2 次元断面における くさび角 2



て ' を設定することが好ましい。

( 2 て） = ( 2 τ ' ) c o s + ( 2 ) s i n 8

ただし、 はボールとトラック溝との接触角、ァはトラック溝の傾斜角とす

る。これにより、位相角 = 0 ° の2 次元断面におけるくさび角 2 て ' から

トラック溝の諸元を決定することができるので、 トラック溝の諸元設定作業

を極めて簡素化することできる。また、このような諸元設計により、最大作

動角において実績のある従来の等速自在継手と同等の強度、耐久性を確保す

ることができる。

[0024] さらに、最大作動角において、保持器のポケットに対して半径方向外方に

最も移動したボールとポケッ卜の接触点と、保持器の球状外周面との間に余

裕量 σ を形成することが好ましい。これにより、保持器の半径方向の肉厚を

増加させると共に、ポケッ卜周縁のエッジ部における応力集中が緩和され、

より一層の保持器強度を確保することができる。

[0025] 上記の第 1のトラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a の曲率中心を、継

手の軸線N _ N上に配置したことにより、 トラック溝深さを均一にすること

ができる。また、第 1のトラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a の曲率中

心を、継手の軸線N —Nより半径方向にオフセットさせることにより、継手

の奥側のトラック溝深さを調整することができ、最適なトラック溝深さを確

保することができる。

[0026] 上記の保持器の球状外周面と球状内周面とが、継手中心0 に対して軸方向

にオフセッ卜した曲率中心を有することにより、開口側に向かって保持器の

肉厚が厚くなり、高作動角時の保持器の更なる強度を確保することができる

[0027] 上記の第 2 のトラック溝部 7 b の円弧状のボール軌道中心線X b の曲率中

心を、第 1のトラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a と継手中心0 を含む

平面Mから外れた位置に形成することができる。そして、第 2 のトラック溝

部 7 b のボール軌道中心線X b の傾斜角 γ を、開口側に向けて徐々に減少さ

せることができる。これにより、周方向に隣り合う第 2 のトラック溝部 7 b



の接近した側の間隔は拡がり、離反した側の間隔は狭まるため、周方向で各

間隔の差を小さくすることができる。その結果、外側継手部材の各球状内周

面の開口側の接触面積の差および内側継手部材の各球状外周面の奥側の接触

面積の差を小さくすることができるので、保持器と外側継手部材、内側継手

部材の球面接触部がバランスよく配置でき、さらなる作動の円滑化を図るこ

とができる。

[0028] 上記のトルク伝達ボールの個数を8 個とすることにより、軽量コンパクト

で、高効率で、高作動角が取れる固定式等速自在継手、ひいては自動車のド

ラィプシャフ卜を実現することができる。

発明の効果
[0029] 本発明により、 トルク損失および発熱が少なく高効率で、高作動角を取る

ことができ、高作動角時の強度や耐久性にも優れたコンパク卜な固定式等速

自在継手を実現することができる。特に、高作動角時におけるトラック溝の

くさび角の大きさを抑制することができるので、保持器の強度を確保するこ

とができる。

図面の簡単な説明

[0030] [ 図1a]本発明の第 1の実施形態に係る固定式等速自在継手の部分縦断面図で

ある。

[図1b]上記の固定式等速自在継手の側面図である。

[図2a]上記の固定式等速自在継手の外側継手部材の部分縦断面図である。

[図2b]外側継手部材の側面図である。

[図3a]上記の固定式等速自在継手の内側継手部材の左側面図である。

[図3b] 内側継手部材の外周面を示す図である。

[図3c] 内側継手部材の右側面図である。

[図4]外側継手部材のトラック溝の詳細を示す部分縦断面図である。

[図5] 内側継手部材のトラック溝の詳細を示す縦断面図である。

[図6]継手が最大作動角を取った状態を示す概要図である。

[図7a]継手が最大作動角を取ったときのボールとトラック溝との接触状態を



示す図である。

[ 図 7b] 図 7 a を部分的に拡大 した図である。

[ 図 8 ] 角度 の検証結果 を示す説明図である。

[ 図 9a] トラック溝の形状 とくさび角の設定方法 を示す図である。

[ 図 9b] くさび角 を示す拡大図である。

[ 図 10 ] トラック溝の横断面形状 を示す図である。

[ 図 1 1 ] トラ ック溝の横断面形状 を示す図である。

[ 図 12a] 外側継手部材の斜視図である。

[ 図 12b] 内側継手部材の斜視図である。

[ 図 13 ] 第 1 の実施形態の固定式等速 自在継手 を自動車の ドライブシャフ 卜に

使用 した状態 を示す図である。

[ 図 14 ] 第 1 の実施形態の第 1 の変形例の継手が最大作動角 を取 った ときのボ

—ル と トラック溝 との接触状態 を示す図である。

[ 図 15 ] 第 1 の実施形態の第 2 の変形例の継手が最大作動角 を取 った ときのボ

—ル と トラック溝 との接触状態 を示す図である。

[ 図 16 ] 本発明の第 2 の実施形態 に係 る固定式等速 自在継手の外側継手部材の

縦断面図である。

[ 図 17a] 本発明の第 3 の実施形態 に係 る固定式等速 自在継手の外側継手部材の

縦断面図である。

[ 図 17b] 上記の固定式等速 自在継手の保持器の縦断面図である。

[ 図 18 ] 本発明の第 4 の実施形態 に係 る固定式等速 自在継手の部分縦断面図で

ある。

[ 図 19 ] 上記の固定式等速 自在継手の外側継手部材の縦断面図である。

[ 図 20] 上記の固定式等速 自在継手の内側継手部材の縦断面図である。

[ 図 2 1 ] 上記の固定式等速 自在継手の外側継手部材の内周形状 を示す部分縦断

面図である。

[ 図 22] 上記の固定式等速 自在継手の内側継手部材の外周形状 を示す図である



[ 図23a] 本発明に至る過程 における技術的知見を説明する図であ り、固定式等

速 自在継手の縦断面図である。

[ 図23b] 本発明に至る過程 における技術的知見を説明する図であ り、固定式等

速 自在継手の側面図である。

[ 図24] 本発明に至る過程 における技術的知見を説明する図である。

[ 図25a] 従来技術の固定式等速 自在継手の縦断面図である。

[ 図25b] 上記の固定式等速 自在継手が最大作動角を取 ったときの状態を示す図

である。

[ 図26] 従来技術の固定式等速 自在継手の縦断面図である。

[ 図27a] 従来技術の固定式等速 自在継手の縦断面図である。

[ 図27b] 上記の固定式等速 自在継手 を部分的に拡大 した図である。

発明を実施するための形態

[0031 ] 本発明の実施の形態を図 1 〜図 2 2 に基づいて説明する。

[0032] 本発明の第 1 の実施形態を図 1 〜図 1 3 に示す。図 1 は、第 1 の実施形態

に係 る固定式等速 自在継手 を示 し、図 1 ( a ) は部分縦断面図であ り、図 1

( b ) は図 1 ( a ) の右側面図である。 この等速 自在継手 1 は、外側継手部

材 2 、内側継手部材 3 、ボール 4 および保持器 5 を主な構成 とする。図 1 (

b ) 、 図 2 および図 3 に示すように、外側継手部材 2 および内側継手部材 3

のそれぞれ 8 本の トラック溝 7 、 9 は、継手の軸線 N — N に対 して周方向に

傾斜すると共にその傾斜方向が周方向に隣 り合 う トラック溝 7 A 、 7 B およ

び 9 A 、 9 B で互いに反対方向に形成 されている。そ して、外側継手部材 2

および内側継手部材 3 の対 となる トラック溝 7 A 、 9 A および 7 B 、 9 B の

各交差部 に 8 個のボール 4 が配置されている。図 1 ( a ) では、 トラック溝

7 、 9 については、それぞれ、図 2 ( a ) に示す平面 M および図 3 ( b ) に

示す平面 Q における断面を傾斜角 ァ= 0 ° まで回転 させた状態で示 している

。その詳細は後述する。

[0033] 軸方向に延びる トラック溝の傾斜状態や湾曲状態などの形態、形状 を的確

に示すために、本明細書では、ボール軌道中心線 という用語を用いて説明す



る。ここで、ボール軌道中心線とは、 トラック溝に配置されたボールが トラ

ック溝に沿つて移動するときのボールの中心が描 く軌跡を意味する。 したが

つて、 トラック溝の傾斜状態は、ボール軌道中心線の傾斜状態と同 じであり

、また、 トラック溝の円弧状の状態は、ボール軌道中心線の円弧状の状態と

同 じである。

[0034] 図 1 ( a ) に示すように、外側継手部材 2 の トラック溝 7 はボール軌道中

心線X を有 し、 トラック溝 7 は、継手中心 0 を曲率中心とする円弧状のボ一

ル軌道中心線X a を有する第 1 の トラック溝部 7 a と、この第 1 の トラック

溝部 7 a とは反対方向に湾曲する円弧状のボール軌道中心線X b を有する第

2 の トラック溝部 7 b とからなり、第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中

心線X a に第 2 の トラック溝部 7 b のボール軌道中心線X b が滑らかに接続

されている。一方、内側継手部材 3 の トラック溝 9 はボール軌道中心線 Y を

有 し、 トラック溝 9 は、継手中心 0 を曲率中心とする円弧状のボール軌道中

心線 Y a を有する第 1 の トラック溝部 9 a と、この第 1 の トラック溝部 9 a

とは反対方向に湾曲する円弧状のボール軌道中心線 Y b を有する第 2 の トラ

ック溝部 9 b とからなり、第 1 の トラック溝部 9 a のボール軌道中心線 Y a

に第 2 の トラック溝部 9 b のボール軌道中心線 Y b が滑らかに接続されてい

る。

[0035] 第 1 の トラック溝部 7 a 、 9 a のボール軌道中心線X a 、 Y a の各曲率中

心を、継手中心 0 、すなわち継手の軸線 N —N上に配置 したことにより、 卜

ラック溝深さを均一にすることができ、かつ加工を容易にすることができる

[0036] 図 2 に基づき、外側継手部材 2 の トラック溝 7 が継手の軸線 N _ N に対 し

て周方向に傾斜 している状態を説明する。図 2 ( a ) は外側継手部材 2 の部

分縦断面を示 し、図 2 ( b ) は外側継手部材 2 の右側面を示す。外側継手部

材 2 の トラック溝 7 は、その傾斜方向の違いから、 トラック溝 7 A 、 7 B の

符号を付す。図 2 ( a ) に示すように、 トラック溝 7 A のボール軌道中心線

X と継手中心 0 を含む平面Mは、継手の軸線 N _ N に対 して角度ァだけ傾斜



している。そして、 トラック溝 7 A に周方向に隣り合う トラック溝 7 B は、

図示は省略するが、 トラック溝 7 B のボール軌道中心線X と継手中心 0 を含

む平面Mが、継手の軸線 N —N に対 して、 トラック溝 7 A の傾斜方向とは反

対方向に角度ァだけ傾斜 している。本実施形態では、 トラック溝 7 A のボ一

ル軌道中心線X の全域、すなわち、第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中

心線X a および第 2 の トラック溝部 7 b のボール軌道中心線X b の両方が平

面M上に形成されている。 しか し、これに限られるものではなく、第 1 の 卜

ラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a のみが平面Mに含まれている形態も

実施することができる。 したがって、少なくとも第 1 の トラック溝部 7 a の

ボール軌道中心線X a と継手中心 0 を含む平面Mが継手の軸線 N _ N に対 し

て傾斜すると共にその傾斜方向が周方向に隣り合う第 1 の トラック溝部 7 a

で互いに反対方向に形成されていればよい。

[0037] ここで、 トラック溝の符号について補足する。外側継手部材 2 の トラック

溝全体を指す場合は符号 7 を付 し、その第 1 の トラック溝部に符号 7 a 、第

2 の トラック溝部に符号 7 b を付す。さらに、傾斜方向の違う トラック溝を

区別する場合には符号 7 A 、 7 B を付 し、それぞれの第 1 の トラック溝部に

符号 7 A a 、 7 B a 、第 2 の トラック溝部に符号 7 A b 、 7 B b を付す。後

述する内側継手部材 3 の トラック溝についても、同様の要領で符号を付 して

いる。

[0038] 次に、図 3 に基づき、内側継手部材 3 の トラック溝 9 が継手の軸線 N _ N

に対 して周方向に傾斜 している状態を説明する。図 3 ( b ) は内側継手部材

3 の外周面を示 し、図 3 ( a ) は内側継手部材 3 の左側面を、図 3 ( c ) は

右側面を示す。内側継手部材 3 の トラック溝 9 は、その傾斜方向の違いから

、 トラック溝 9 A 、 9 B の符号を付す。図 3 ( b ) に示すように、 トラック

溝 9 A のボール軌道中心線 Y と継手中心 0 を含む平面Qは、継手の軸線 N _

N に対 して角度ァだけ傾斜 している。そして、 トラック溝 9 A に周方向に隣

り合う トラック溝 9 B は、図示は省略するが、 トラック溝 9 B のボール軌道

中心線 Y と継手中心 0 を含む平面Qが、継手の軸線 N —N に対 して、 トラッ



ク溝 9 A の傾斜方向とは反対方向に角度 だけ傾斜 している。傾斜角 は、

等速 自在継手 1 の作動性および内側継手部材 3 の トラック溝の最も接近 した

側の球面幅 F を考慮 し、 4 ° ~ 1 2 ° の範囲、 さらには、 4 ° ~ 8 ° の範囲

が好ま しい。

[0039] 前述 した外側継手部材 と同様、 トラック溝 9 A のボール軌道中心線 Y の全

域、すなわち、第 1 の トラック溝部 9 a のボール軌道中心線 Y a および第 2

の トラック溝部 9 b のボール軌道中心線 Y b の両方が平面 Q上に形成 されて

いる。 しか し、 これに限 られるものではな く、第 1 の トラック溝部 9 a のボ

—ル軌道中心線 Y a のみが平面 Q に含 まれている形態も実施することができ

る。 したがって、少な くとも第 1 の トラック溝部 9 a のボール軌道中心線 Y

a と継手中心 0 を含む平面 Q が継手の軸線 N _ N に対 して周方向に傾斜する

と共にその傾斜方向が周方向に隣 り合 う第 1 の トラック溝部 9 a で互いに反

対方向に形成 されていればよい。内側継手部材 3 の トラック溝 9 のボール軌

道中心線 Y は、作動角 0 ° の状態で継手中心 0 を含む平面 P を基準 と して、

外側継手部材 2 の対 となる トラック溝 7 のボール軌道中心線 X と鏡像対称 に

形成 されている。

[0040] 図 4 に基づいて、外側継手部材 2 の縦断面より見た トラック溝の詳細を説

明する。図 4 の部分縦断面は、前述 した図 2 ( a ) の トラック溝 7 A のボ一

ル軌道中心線 X と継手中心 0 を含む平面 M で見た断面図である。 したがって

、厳密には、継手の軸線 N — N を含む平面における縦断面図ではな く、角度

Ύ だけ傾斜 した断面を示 している。図 4 には、外側継手部材 2 の トラック溝

7 A が示されているが、 トラック溝 7 B は、傾斜方向が トラック溝 7 A とは

反対方向であるだけで、その他の構成は トラック溝 7 A と同 じであるので、

説明は省略する。

[0041 ] 図 4 に示すように、外側継手部材 2 の球状内周面 6 には トラック溝 7 A が

軸方向に沿 って形成 されている。 トラック溝 7 A はボール軌道中心線 X を有

し、 トラック溝 7 A は、継手中心 0 を曲率中心 （軸方向のオフセ ッ トがない

) とする円弧状のボール軌道中心線 X a を有する第 1 の トラック溝部 7 A a



と、この第 1のトラック溝部7 A a とは反対方向に湾曲する円弧状のボール

軌道中心線X b を有する第2 のトラック溝部7 A b とからなる。第2 のトラ

ック溝部7 A b のボール軌道中心線X b の曲率中心0 o 1は、第 1のトラッ

ク溝部7 A a のボール軌道中心線X a より半径方向外側にオフセットされて

おり、第2 のトラック溝部7 A b のボール軌道中心線X b の曲率半径は、第

1のトラック溝部7 A a のボール軌道中心線X a の曲率半径より小さく形成

されている。そして、第 1のトラック溝部7 A a のボール軌道中心線X a の

開口側の端部A において、第2 のトラック溝部7 A b のボール軌道中心線X

b が滑らかに接続されている。すなわち、端部A が第 1のトラック溝部7 A

a と第2 のトラック溝7 A b との接続点である。端部A は継手中心0 よりも

開口側に位置し、この位置は継手中心0 から開口側における有効トラック長

さの6 %を占めるように設定されている。端部A に曲率半径の小さい第2

のトラック溝部7 b の円弧状のボール軌道中心線X b が接続されているので

、最大作動角時の有効トラック長さを確保すると共にくさび角が過大になる

のを抑制することができる。
[0042] 図4 に示すように、端部A と継手中心0 とを結ぶ直線をL とする。トラッ

ク溝7 A のボール軌道中心線X と継手中心0 を含む平面M (図2 ( a ) 参照

) 上に投影された継手の軸線Ν ' _ Ν ' は継手の軸線Ν _ Ν に対しァだけ傾

斜し、軸線Ν ' _ Ν ' の継手中心0 における垂線Κ と直線L とがなす角度を

β ' とする。上記の垂線Κ は作動角0 ° の状態の継手中心0 を含む平面Ρ 上

にある。したがって、本発明でいう直線L が作動角0 ° の状態の継手中心0

を含む平面Ρ に対してなす角度 は、s i n /3 = s i η β ' X c o s ァの関

係になる。本実施形態では角度 は1 5 ° に設定されており、端部A の位置

は継手中心0 から開口側における有効トラック長さの6 %を占めている。

有効トラック長さの詳細は、後述する。
[0043] 同様に、図5 に基づいて、内側継手部材3 の縦断面よりトラック溝の詳細

を説明する。図5 の縦断面は、前述した図3 ( b ) のトラック溝9 A のボ一

ル軌道中心線Y と継手中心0 を含む平面Qで見た断面図である。したがって



、図4 と同様に、厳密には、継手の軸線N—Nを含む平面における縦断面図

ではなく、角度ァだけ傾斜した断面を示している。図5 には、内側継手部材
3 のトラック溝9 A が示されているが、トラック溝9 Bは、傾斜方向が卜ラ

ック溝9 A とは反対方向であるだけで、その他の構成はトラック溝9 A と同

じであるので、説明は省略する。

[0044] 内側継手部材3 の球状外周面8 にはトラック溝9 A が軸方向に沿つて形成

されている。トラック溝9 A はボール軌道中心線Y を有し、トラック溝9 A

は、継手中心0 を曲率中心 （軸方向のオフセットがない）とする円弧状のボ

—ル軌道中心線Y a を有する第 1のトラック溝部9 A a と、この第 1のトラ

ック溝9 A a とは反対方向に湾曲する円弧状のボール軌道中心線Y b を有す

る第2 のトラック溝部9 A b とからなる。第2 のトラック溝部9 A b のボ一

ル軌道中心線Y b の曲率中心0 ί 1は、第 1のトラック溝部9 A a のボール

軌道中心線Y a より半径方向外側にオフセットされており、第2 のトラック

溝部9 A b のボール軌道中心線Y b の曲率半径は、第 1のトラック溝部9 A

a のボール軌道中心線Y a の曲率半径より小さく形成されている。そして、

第 1のトラック溝部9 A a のボ一ル軌道中心線Y a の奥側の端部B において

、第2 のトラック溝部9 A b のボール軌道中心線Y b が滑らかに接続されて

いる。すなわち、端部Bが第 1のトラック溝部9 A a と第2 のトラック溝9

A b との接続点である。

[0045] 図5 に示すように、端部B と継手中心0 とを結ぶ直線をRとする。トラッ

ク溝9 A のボール軌道中心線Y と継手中心0 を含む平面Q (図3 ( b ) 参照

) 上に投影された継手の軸線Ν ' _ Ν ' は継手の軸線Ν _ Ν に対しァだけ傾

斜し、軸線Ν ' _ Ν ' の継手中心0 における垂線Κ と直線Rとがなす角度を

β ' とする。上記の垂線Κ は作動角0 ° の状態の継手中心0 を含む平面Ρ 上

にある。したがって、直線Rが作動角0 ° の状態の継手中心0 を含む平面Ρ

に対してなす角度 は、s i n /3 = s i η β ' X c o s ァの関係になる。角

度 は、外側継手部材と同じ1 5 ° に設定されている。

[0046] 上記の角度 により、図4 において、第 1のトラック溝部7 A a のボール



軌道中心線X a の端部 A は、使用頻度が多い作動角時に軸方向に沿って最も

開口側に移動 したときのボールの中心位置よりもさらに開口側に位置する。

同様に、内側継手部材 3 では、図 5 において、第 1 の トラック溝部 9 A a の

ボール軌道中心線 Y a の端部 B は、使用頻度が多い作動角時に軸方向に沿つ

て最も奥側に移動 したときのボールの中心位置よりもさらに奥側に位置する

。使用頻度が多い作動角の範囲では、ボール 4 は、外側継手部材 2 および内

側継手部材 3 の第 1 の トラック溝部 7 A a 、 9 A a と、傾斜方向が反対の 7

B a 、 9 B a (図 2 、図 3 参照）に位置するので、保持器 5 の周方向に隣り

合うポケッ卜部 5 a にボール 4 から相反する方向の力が作用 し、保持器 5 は

継手中心 0 の位置で安定する （図 1参照）。このため、保持器 5 の球状外周

面 1 2 と外側継手部材 2 の球状内周面 6 との接触力、および保持器 5 の球状

内周面 1 3 と内側継手部材 3 の球状外周面 8 との接触力が抑制され、高負荷

時や高速回転時に継手が円滑に作動 し、 トルク損失や発熱が抑えられ、耐久

性が向上する。

[0047] 本実施形態の等速自在継手においては、保持器 5 のポケット部 5 a とボ一

ル 4 との嵌め合いをすきま設定にしてもよい。この場合、前記すきまは0 ~

4 0 m程度に設定することが好ましい。すきま設定にすることにより、保

持器 5 のポケッ卜部 5 a に保持されたボール 4 をスムーズに作動させること

ができ、更なる トルク損失の低減を図ることができる。

[0048] 本実施形態の等速自在継手が最大作動角を取った状態を図 6 に示す。図 6

および後述する図 7 〜図 1 1 では、 トラック溝 7 A 、 9 A については、それ

ぞれ、図 2 ( a ) に示す平面Mおよび図 3 ( b ) に示す平面Qにおける断面

を傾斜角ァ= 0 ° まで回転させた状態で示 している。本実施形態では、最大

作動角時における有効 トラック長さを確保すると共にくさび角が過大になる

のを抑制することができる。そのため、図 6 のように、最大作動角 m a x

を4 7 ° 程度の高角にしても、必要十分な入口チャンファ 1 0 を設けた状態

でボール 4 が トラック溝 7 A b と接触状態を確保することができ、かつ、 く

さび角が大きくならないように抑えることができる。



[0049] 尚、高作動角の範囲では、周方向に配置されたボール 4 が第 1 の トラック

溝部 7 A a 、 9 A a ( 7 B a 、 9 B a 、図 2 ( a ) および図 3 ( b ) 参照）

と第 2 の トラック溝部 7 A b 、 9 A b ( 7 B b 、 9 B b 、図 2 ( a ) および

図 3 ( b ) 参照）に一時的に分かれて位置する。 これに伴い、保持器 5 の各

ボケ ッ 卜部 5 a にボール 4 か ら作用する力が釣 り合わず、保持器 5 と外側継

手部材 2 との球面接触部 1 2 、 6 および保持器 5 と内側継手部材 3 との球面

接触部 1 3 、 8 の接触力が発生するが、高作動角の範囲は使用頻度が少ない

ため、本実施形態の等速 自在継手 1 は、総合的にみると トル ク損失や発熱を

抑制できる。 したがって、 トル ク損失および発熱が少な く高効率で、高作動

角を取ることができ、高作動角時の強度や耐久性 にも優れたコンパ ク 卜な固

定式等速 自在継手 を実現することができる。

[0050] 以上では、本実施形態の固定式等速 自在継手 1 の全体的な内容を説明 した

が、続いて、本発明の特徴である最大作動角時における トラック溝 とボール

の接触状態や角度 、 トラック溝の くさび角、有効 トラック長さ、 さらには

、 これ らの関係 について詳細に説明する。

[0051 ] まず、本実施形態の固定式等速 自在継手の最大作動角時における トラック

溝 とボールの接触状態を図 7 に基づいて詳細に説明する。図 7 ( a ) は、等

速 自在継手 1 の縦断面図であ り、図 7 ( b ) は外側継手部材 2 の トラック溝

7 A とボール 4 との接触状態を示す拡大図である。 この図においても、外側

継手部材 2 の トラック溝 7 A が示されているが、 トラック溝 7 B は、傾斜方

向が トラック溝 7 A とは反対方向であるだけで、その他の構成は トラック溝

7 A と同 じであるので、説明は省略する。図 7 ( a ) に示すように継手が最

大作動角 m a X を取ると、作動角 0 ° の状態の継手中心 0 を含む平面 P に

対 してボール 4 の中心 0 b は m a x / 2 の位置に移動する。 このとき、ボ

—ル 4 と第 2 の トラック溝部 7 A b との接触点 S o が入口チャンファ 1 0 に

最も近づ く。なお、図 7 ( a ) では、 トラック溝 7 A 、 9 A については、そ

れぞれ、図 2 ( a ) に示す平面 M および図 3 ( b ) に示す平面 Q における断

面を傾斜角 ァ= 0 ° まで回転 させた状態で示 しているので、実際の m a x



/ 2 の線との関係ではわずかな差異が生 じるが、説明を平易にするため m

a x / 2 を用いて簡略化する。

[0052] 第 2 の トラック溝 7 A b の円弧状ボール軌道中心線X b は、第 1 の トラッ

ク溝部 7 A a の円弧状ボール軌道中心線X a の端部 A を規定する角度 を 1

5 ° と大きく設定 しているので、端部 A で接続後、反対方向に湾曲 し、外側

継手部材 2 の開口側端部で継手の軸線 N _ N とほぼ平行状態に形成されてい

る。このため、最大作動角時におけるくさび角を抑制することができる。そ

の詳細は後述する。図 7 ( b ) に拡大 して示すように、ボール 4 と トラック

溝 7 A b の接触点S o は、ボ一ル 4 の中心 0 b を通って、ボ一ル軌道中心線

X b に対 して直角な平面 T 上に位置する。ボール軌道中心線X b は、曲率中

心が0 o 1 の円弧状であるので、ボール 4 の中心 0 b と接触点S o との間の

軸方向の距離Wは、図 2 7 ( b ) に示す従来の等速自在継手よりも小さくな

つており、その分、後述する有効 トラック長さが増加 している。そのため、

本実施形態では、最大作動角をとつた状態で、入口チャンファ 1 0 のェッジ

部と接触点S o との間に トラック余裕量 U を確保することができ、ボール 4

が トラック溝部 7 A b と十分な接触状態を確保することができる。 トラック

余裕量 Uは、ジョイン トサイズによって変わるが、 0 . 5 ~ 2 m m程度であ

る。

[0053] 図 7 ( a ) に示すように、最大作動角において、保持器 5 のポケット部 5

a に対 して半径方向外方に最も移動 したボール 4 とポケッ卜部 5 a の接触点

と、保持器 5 の球状外周面 1 2 との間に余裕量 σ が形成されている。これに

より、保持器 5 の半径方向の肉厚を増加させると共に、ポケット部 5 a 周縁

のエツジ部における応力集中が緩和され、保持器 5 の強度をより一層確保す

ることができる。

[0054] 角度 に関連 して、自動車用 ドライブシャフ トに使用される固定式等速自

在継手の作動角について説明する。まず、継手の常用角とは、水平で平坦な

路面上で 1名乗車時の自動車において、ステアリングを直進状態にした時に

フロン ト用 ドライプシャフ 卜の固定式等速自在継手に生 じる作動角をいう。



常用角は、通常、 2 ° ~ 1 5 ° の間で車種ごとの設計条件に応 じて選択 決

定される。そして、使用頻度の多い作動角とは、上記の自動車が、例えば、

交差点の右折 左折時などに生 じる高作動角ではなく、連続走行する曲線道

路などで固定式等速自在継手に生 じる作動角をいい、これも車種ごとの設計

条件に応 じて決定される。使用頻度の多い作動角は最大 2 0 ° を目処とする

[0055] 作動角 Θ を取ったとき、外側継手部材 2 および内側継手部材 3 の継手中心

0 を含む平面 P に対 して、ボール 4 が 2 だけ移動するので、自動車用 ド

ライプシャフ 卜に用いられる等速自在継手において常用角を含む使用頻度の

多い作動角をカバ一するには、角度 は 1 0 ° 程度あれば十分である。 しか

し、本発明では、前述 したように、第 2 の トラック溝部 7 b 、 9 b のくさび

角の大きさを抑制 し、必要とされる最大作動角を確保するための新たな基準

として角度 が 1 4 ° ~ 1 6 ° という範囲を見出したものである。

[0056] さらに、角度 の範囲が 1 4 ° ~ 1 6 ° であるとの知見により、このとき

の第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a の端部 A の位置を規定す

ると、継手中心 0 から開口側における有効 トラック長さの 6 0 %が不可欠で

あることを見出した。これらの詳細を次に説明する。

[0057] 図 8 に、第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a の端部 A の位置

を規定する角度 を種々に変化させたときの第 2 の トラック溝部 7 b の状態

を示す。図示では、第 2 の トラック溝部 7 b の曲率半径は一定としている。

内側継手部材 3 の トラック溝 9 は、前述のとおり外側継手部材 2 の トラック

溝と鏡像対称となっており、図示は省略する。ボール 4 は、最大作動角 m

a x / 2 の線上に位置する。

[0058] まず、常用角を含む使用頻度の多い作動角をカバ一するために必要な角度

= 1 0 ° のときは、第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a の端

部はA で、第 2 の トラック溝部は 7 b で、その曲率中心はO o 1 1 であ

り、第 2 の トラック溝部 7 b 1 とボール 4 の接触点の軌跡はS o L 1、第 2

の トラック溝部 7 b のボール軌道中心線はX b である。そして、最大作



動角時のボール 4 の中心は0 b で、 トラック溝部 7 b との接触点はS o

である。

[0059] 続いて、角度 = 1 4 ° のときは、第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道

中心線X a の端部はA 2 で、第 2 の トラック溝部は 7 b 2 で、その曲率中心

は0 o 1 2 であり、第 2 の トラック溝部 7 b 2 とボール 4 の接触点の軌跡は

S o L 2 、第 2 の トラック溝部 7 b 2 のボール軌道中心線はX b である。

最大作動角時のボール 4 の中心は0 b 2 で、 トラック溝部 7 b 2 との接触点

はS o 2 である。角度 = 1 5 ° のときは、端部はA 3 で、第 2 の トラック

溝部は 7 b 3 で、その曲率中心は0 o 1 3 であり、第 2 の トラック溝部 7 b

3 とボール 4 の接触点の軌跡はS o L 3 、第 2 の トラック溝部 7 b 3 のボ一

ル軌道中心線はX b 3 である。最大作動角時のボール 4 の中心は0 b 3 で、

トラック溝部 7 b 3 との接触点はS o 3 である。角度 = 1 6 ° のときは、

端部はA 4 で、第 2 の トラック溝部は 7 b 4 で、その曲率中心は0 o 1 4 で

あり、第 2 の トラック溝部 7 b 4 とボール 4 の接触点の軌跡はS o L 4 、第

2 の トラック溝部 7 b 4 のボール軌道中心線はX b 4 である。最大作動角時

のボール 4 の中心は0 b 4 で、 トラック溝部 7 b 4 との接触点はS o 4 であ

る。最後に、角度 = 1 7 ° のときは、端部はA 5 で、第 2 の トラック溝部

は 7 b 5 で、その曲率中心は0 o 1 5 であり、第 2 の トラック溝部 7 b 5 と

ボール 4 の接触点の軌跡はS o L 5 、第 2 の トラック溝部 7 b 5 のボール軌

道中心線はX b 5 である。最大作動角時のボール 4 の中心は0 b 5 で、 トラ

ック溝部 7 b 5 との接触点はS o 5 である。

[0060] ここで、有効 トラック長さについて説明する。等速自在継手 1 が最大作動

角 m a x を取ると、図 1 ( b ) において位相角 = 0 ° のボール 4 が外側

継手部材 2 の開口側に最も移動 し、その時のボール 4 の中心 0 b は m a X

2 の線上に位置する （図 7 ( a ) 、図 8 参照）。ボール 4 の中心O b が

m a x / で傾斜 した線上に位置することは、 トラック溝 7 の形状にはかか

わらず一定である。これに対 して、図 8 に示すように、外側継手部材 2 の 卜

ラック溝 7 とボール 4 との接触点S o は、 トラック溝 7 の形状によって、継



手の軸方向の位置が変化する。換言すれば、作動角 e を取 ってい くとき、単

位角度 （例えば 1 ° ) 当た りの接触点 s o の軸方向の移動量は トラック溝 7

の形状 によって変化する。 したがって、本明細書 における継手中心 0 か ら開

口側 における有効 トラック長さとは、上記のような接触点 S o の軸方向移動

量の変化状態を加味 した、図 7 ( b ) に示す入口チャンファ 1 0 のエ ッジ部

か ら継手中心 0 を含む平面 P までの トラック溝の接触点の軌跡の長さを意味

する。

[0061 ] 角度 = 0 ° の場合、接触点の軌跡 S o L 1 は、図示のように、外側継

手部材 2 の開口側 に向けて大 きく開 くように湾曲する。その結果、有効 トラ

ック長さは確保できるが、最大作動角時に トラック溝間の くさび角が過大 （

例えば、 6 5 ° ) とな り、ボール 4 に大 きな押 し出 し力が発生 し、保持器 5

に大 きなポケ ッ 卜荷重がかか り、保持器 5 の強度が問題 となる。

[0062] そのため、角度 を徐々に増加させて種 々検討 した結果、角度 の下限と

して = 1 4 ° で、第 2 の トラック溝部 7 b 2 のボール軌道中心線 X b 2 の

曲率半径 を調整することにより、第 2 の トラック溝部の くさび角の大 きさを

抑制 し （4 3 ° 程度）、必要 とされる最大作動角 （4 7 ° 程度）を確保する

ことができることが判明 した。そ して、角度 が 1 5 ° 、 1 6 ° も同様 に、

第 2 の トラック溝部 7 b 3 、 7 b 4 の曲率半径 を調整することにより、第 2

の トラック溝部の くさび角の大 きさを抑制 し、必要 とされる最大作動角を確

保するできることが判明 した。 しか し、角度 = 1 7 ° まで大 きくすると、

第 2 の トラック溝部の くさび角の大 きさを抑制できるが、必要 とされる最大

作動角を確保するためには第 2 の トラック溝部 7 b 5 の曲率半径が実用面か

ら成 り立たないことが判明 し、角度 の上限は = 1 6 ° であるという結論

に至 った。 このような角度 の範囲が 1 4 ° ~ 1 6 ° であるとの知見により

、 このときの第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線 X a の端部 A の位

置を規定すると、継手中心 0 か ら開口側 における有効 トラック長さの 6 0 %

が不可欠であるという結論 に達 した。

[0063] 次 に、本実施形態の等速 自在継手 における傾斜角 ァをもって 3 次元的に湾



曲 した トラック溝の形状の設定方法およびくさび角の設定方法を図 9 に基づ

いて説明する。図 9 ( a ) は、等速自在継手 1 の縦断面図であるが、前述 し

たように、 トラック溝 7 A 、 9 A については、それぞれ、図 2 ( a ) に示す

平面Mおよび図 3 ( b ) に示す平面Qにおける断面を傾斜角ァ= 0 ° まで回

転させた状態で示 し、 トラック溝 7 A 、 9 A の溝底が 2 次元断面におけるく

さび角を示 している。図 9 ( b ) は、 3 次元空間における実際のくさび角を

示す。

[0064] 詳細には、図 9 ( a ) の上側の トラック溝 7 A 、 9 八は、図 1 ( b ) の位

相角 が 0 ° 、すなわち、継手中心 0 において位相角 が 0 ° のものを示す

。この位相角 が 0 ° で、ボール 4 が外側継手部材 2 の トラック溝 7 A の開

口側に最も移動 した状態となり、内側継手部材 3 の トラック溝 9 A の奥側に

最も移動 した状態となる。この位相角 = 0 ° の状態で、図 1 ( b ) に示す

内側継手部材 3 に白抜き矢印の方向に回転 トルクを負荷 したとき、傾斜角 γ

によるくさび角成分が開口側に向っている トラック溝 7 Α (第 2 の トラック

溝部 7 A a ) と9 A (第 2 の トラック溝部 9 A a ) 間のくさび角が最大にな

る。反対方向に傾斜 した トラック溝 7 B (第 2 の トラック溝部 7 B a ) と9

B (第 2 の トラック溝部 9 B a ) 間のくさび角は、傾斜角ァによるくさび角

成分が奥側に向っている分、同 じ位相角 = 0 ° のときに トラック溝 7 A (

第 2 の トラック溝部 7 A a ) と9 A (第 2 の トラック溝部 9 A a ) 間のくさ

び角より小さくなる。

[0065] 図 9 ( a ) の 2 次元断面における トラック溝 7 A 、 9 A の溝底で示すくさ

び角を2 て ' とする。 くさび角 2 て ' は直線 S o ' 0 1 と直線 3 に O b が

なす角度である。このくさび角 2 て ' は位相角 が 0 ° のときに最大になり

、ボール 4 に大きな押 し出し力を発生させ、保持器 5 のポケット部 5 a に大

きなポケット荷重として作用する。このため、高角時の等速自在継手 1 の性

能に対 して最も影響を及ぼす因子となる。

[0066] 等速自在継手 1 における実際のくさび角は、 3 次元空間で検討する必要が

あり、そのくさび角 2 て を図 9 ( b ) に示す。ボール 4 と トラック溝 7 A との



接触点はS o で、ボールと トラック溝 9 A との接触点はS ί である （図 1 0

参照）。実際のくさび角 2 ては、 2 次元断面におけるくさび角 2 て ' に対 し

てボールの接触角 や トラック溝の傾斜角ァの影響を受けるため、 2 てと 2

て ' は一致 しない。 この接触角 と傾斜角ァの影響を考慮すると、位相角

が 0 ° における2 てと 2 て ' との関係は、 以下の式で近似的に表される。

( 2 て） = ( 2 て' ） c o s + ( 2 ) s i η ( 1 )

ただ し、この近似式が成 り立つのは、位相角 が 0 ° のときの平面Μおよび

平面Qにおける断面を傾斜角ァ= 0 ° まで回転させた 2 次元断面のみである

[0067] 固定式等速自在継手として、ツエツバ型等速自在継手やアンダ一カツトフ

リ一型等速自在継手 （以下、 U J という）があるが、例えば、自動車市場で

実績のあるU J で最大作動角 5 0 ° を取った場合、 2 て ' = 5 0 ° 、ァ= 0

° 、接触角 = 3 0 ° ~ 5 0 ° を式 （1 ) に代入すると、実際のくさび角 2

ては3 2 ° ~ 4 3 ° の範囲となる。 くさび角は小さいほど強度、耐久性に有

利なため、本実施形態では、最大作動角でのくさび角を2 て 4 3 ° とする

。これにより、 U J と同 じジョイン トの大きさで、同等の強度および耐久性

を確保できる。すなわち、ジョイン トのサイズアップによるコス トアップや

重量増加を抑えることができる。

[0068] 次に、 2 て 4 3 ° を満たす設定手順を説明する。最大作動角時に2 て

4 3 ° になるように、等速自在継手 1 の諸元を設定するには、位相角 = 0

° の平面Mおよび平面Qにおける断面を傾斜角ァ= 0 ° まで回転させた 2 次

元断面の作図から求めた て ' を、式 （1 ) に よ り てに変換 して 2 て 4 3 °

に設計すれば良い。位相角 = 0 ° の平面Mおよび平面Qにおける断面を傾

斜角ァ= 0 ° まで回転させた状態での 2 次元断面におけるくさび角 2 て ' を

、位相角 = 0 ° の 2 次元断面におけるくさび角 2 て ' と簡略化 して用いる

。この簡略化 した表現は本明細書および特許請求の範囲においても同 じとす

る。具体的には、最大作動角 m a x = 4 7 ° 、傾斜角ァ= 6 ° 、接触角

= 4 0 ° とした場合、 2 て 4 3 ° になるためには、式 （1 ) より、位相角



0 = 0 ° の 2 次元断面における くさび角 2 て ' を 2 て ' 4 6 ° と求めるこ

とができる。本実施形態は 2 て ' 4 6 ° を満たす諸元 と している。 このよ

うに位相角 = 0 ° の 2 次元断面における くさび角 2 て ' か ら トラック溝の

諸元を決定することができるので、 トラック溝の諸元設定作業 を極めて簡素

化できる。 また、 このような諸元の設計により、最大作動角において U J と

同等の強度、耐久性 を確保することが可能 となる。

[0069] 傾斜角 ァについては、小さすぎると トラック溝 7 、 9 の交差 によるボール

を二等分面上に保持する力が弱 くなるので作動性が悪 くなる。反対に傾斜角

ァが大 きすぎると、外側継手部材 2 および内側継手部材 3 について、端部で

トラック溝同士が重なるまでの距離が短 くな り、十分な トラック長さを確保

できない。 よって、傾斜角 ァは 4 ° ~ 8 ° の範囲が望 ま しい。

[0070] また、接触角 については、面圧を考慮 してツエツバ型等速 自在継手や U

J で実績がある 3 0 ° ~ 4 5 ° が望 ま しい。図 1 0 に トラック溝 7 A 、 9 A

とボール 4 との接触角を示す。 トラック溝 7 A 、 9 A の横断面形状は、楕円

形状やゴシックアーチ形状 に形成 されてお り、 トラック溝 7 A 、 9 A とボ一

ル 4 は、接触角 をもって接触する、所謂、 アンギユラコンタク トとなって

いる。 したがって、ボール 4 は、 トラック溝 7 A 、 9 A の溝底より少 し離れ

た トラック溝 7 A 、 9 A の側面側の接触点 S o 、 S ί で接触 している。

[0071 ] 図 1 1 に、 トラック溝 7 Α 、 9 Α とボール 4 がサ一キユラコンタク トの場

合を示す。 この場合は接触角 = 0 ° である。 したがって、前述 した式 （1

) により、最大作動角での くさび角を 2 て 4 3 ° を基に、位相角 = 0 °

の 2 次元断面における くさび角 2 て ' を求めるときは = 0 ° と して簡単に

算出することができる。

[0072] 図 1 2 に、本実施形態の等速 自在継手の外側継手部材 2 と内側継手部材 3

の斜視図を示す。 この斜視図は、 これまでに説明 した トラック溝 を立体的に

示 している。図 1 2 ( a ) に示すように、外側継手部材 2 の球状内周面 6 に

、継手の軸線 N — N (図示省略）に対 して周方向に傾斜 した トラック溝 7 A

、 7 B が交互に形成 され、その傾斜方向は交互に反対方向に形成 されている



。 トラック溝 7 A 、 7 B は、それぞれ第 1 の トラック溝部 7 A a 、 7 B a と

第 2 の トラック溝部 7 A b 、 7 B b とからなる。外側継手部材 2 の開口端に

入口チャンファ 1 0 が設けられている。また、図 1 2 ( b ) に示すように、

内側継手部材 3 の球状外周面 8 には、継手の軸線 N _ N (図示省略）に対 し

て周方向に傾斜 した トラック溝 9 A 、 9 B が交互に形成され、その傾斜方向

は交互に反対方向に形成されている。 トラック溝 9 A 、 9 B は、それぞれ第

1 の トラック溝部 9 A a 、 9 B a と第 2 の トラック溝部 9 A b 、 9 B b とか

らなる。

[0073] 図 1 3 は、本実施形態の固定式等速自在継手 1 を適用 した自動車のフロン

卜用 ドライブシャフ 卜2 0 を示す。固定式等速自在継手 1 は中間シャフ 卜1

の一端に連結され、他端には摺動式 卜リポー ド型等速自在継手 1 5 が連結

されている。固定式等速自在継手 1 の外周面とシャフ ト1 1 の外周面との間

、および摺動式 卜リポ一 ド型等速自在継手 1 5 の外周面とシャフ 卜1 1 の外

周面との間に、それぞれ蛇腹状プ一ッ 1 6 a 、 1 6 b がプ一ッバン ド1 8 a

、 1 8 b 、 1 8 c 、 8 d により取り付け固定されている。継手内部には、

潤滑剤としてのグリースが封入されている。本実施形態の固定式等速自在継

手 1 を使用 したので、 トルク損失や発熱が小さく高効率で、かつ高作動角が

取れ、軽量 コンパク 卜な自動車用 ドライブシャフ 卜2 0 が実現される。

[0074] 第 1 の実施形態の第 1 の変形例を図 1 4 に示す。この変形例は第 1 の実施

形態に対 して、端部 A を規定する角度 が異なる。角度おは 1 4 ° に設定さ

れ、第 2 の トラック溝部 7 A b の曲率中心を0 o 1 とし、第 1 の実施形態よ

りも曲率半径を大きく形成 している。本変形例では、端部 A の位置が継手中

心 0 から開口側における有効 トラック長さの 6 0 % を占めるように設定され

ている。本実施形態では、最大作動角をとつた状態で、入口チャンファ 1 0

のエツジ部と接触点S との間に第 1 の実施形態と同 じ寸法の トラック余裕量

U を確保することができており、有効 トラック長さは第 1 の実施形態と同 じ

である。これにより、ボール 4 が トラック溝部 7 A b と十分な接触状態を確

保することができる。



[0075] 第 1 の実施形態の第 2 の変形例を図 1 5 に示す。この変形例では、端部 A

を規定する角度 が 1 6 ° に設定され、第 2 の トラック溝部 7 A b の曲率中

心をO o 1 とし、第 1 の実施形態よりも曲率半径を小さく形成 している。本

変形例では、端部 A の位置が継手中心 0 から開口側における有効 トラック長

さの 6 2 % を占めるように設定されている。これにより、本実施形態では、

最大作動角をとつた状態で、入口チャンファ 1 0 のエツジ部と接触点S との

間に第 1 の実施形態と同 じ寸法の トラック余裕量 U を確保することができ、

第 1 の実施例および第 1 の変形例と有効 トラック長さは同 じである。ボール

4 が トラック溝部 7 A b と十分な接触状態を確保することができる。このよ

うに、有効 トラック長さは、 トラック溝の形状や曲率などにより調整するこ

とができる。

[0076] 次に、本発明の第 2 の実施形態に係る固定式等速自在継手を図 1 6 に基づ

いて説明する。図 1 6 は本実施形態の固定式等速自在継手の外側継手部材の

みを示 し、図4 と同様、 トラック溝 7 A のボール軌道中心線X と継手中心 0

を含む平面Mで見た断面図である （図 2 ( a ) 参照）。また、外側継手部材

の軸線から半径方向の上半分を示 したものである。この固定式等速自在継手

は、前述 した第 1 の実施形態の固定式等速自在継手と比較 して、第 1 の トラ

ック溝部の円弧状ボール軌道中心線の曲率中心を、継手の軸線 N _ N に対 し

て半径方向にオフセッ卜させ、これに対応 して第 2 の トラック溝部の直線状

ボール軌道中心線の構成を調整 したところが異なり、その他の構成は、第 1

の実施形態と同 じである。本実施形態においても第 1 の実施形態と同様の機

能を有する箇所には同一の符号を付 して重複説明は省略する。以降の実施形

態についても同様とする。

[0077] 外側継手部材 2 の第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a の開口

側の端部 A は第 1 の実施形態と同 じである。 しか し、第 1 の トラック溝部 7

a のボ一ル軌道中心線X a の曲率中心 0 o 3 は、継手中心 0 に対 して軸方向

オフセッ卜はないが、継手の軸線に対 して半径方向に f 2 だけオフセッ卜し

ている。これに伴い、第 2 の トラック溝部 7 b の円弧状のボール軌道中心線



X b は、第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心線X a の開口側端部 A に

接続するよう調整されている。本実施形態においても端部 A を規定する角度

は 1 5 ° に設定されている。この構成により、継手の奥側の トラック溝深

さを調整することができる。本実施形態の固定式等速自在継手においても、

図示は省略するが、内側継手部材 3 の トラック溝 9 のボール軌道中心線 Y は

、作動角 0 ° の状態で継手中心 0 を含む平面 P を基準として、外側継手部材

2 の対となる トラック溝 7 のボール軌道中心線X と鏡像対称に形成されてい

る。外側継手部材 2 および内側継手部材 3 の トラック溝 7 、 9 の継手の軸線

N - N に対する周方向の傾斜状態、保持器 5 の構成や継手の作用については

、第 1 の実施形態の固定式等速自在継手と同様であるので、重複説明は省略

する。

[0078] 本発明の第 3 の実施形態に係る固定式等速自在継手を図 1 7 に基づいて説

明する。この実施形態の固定式等速自在継手は、第 1 の実施形態の固定式等

速自在継手と比較 して、保持器の球状外周面および球状内周面の曲率中心を

継手中心 0 に対 して軸方向にオフセッ卜させた点が異なり、その他の構成は

、第 1 の実施形態と同 じである。

[0079] 図 1 7 ( a ) は固定式等速自在継手の部分縦断面を示 し、図 1 7 ( b ) は

保持器の縦断面を示す。図 1 7 ( a ) においても、 トラック溝 7 、 9 につい

ては、それぞれ、図 2 ( a ) に示す平面Mおよび図 3 ( b ) に示す平面Qに

おける断面を傾斜角ァ= 0 ° まで回転させた状態で示 している。保持器 5 の

球状外周面 1 2 の曲率中心O c と球状内周面 1 3 の曲率中心O c 2 は継手

中心 0 に対 して f 3 だけ軸方向にオフセッ卜されている。このオフセットの

構成により、開口側に向かって保持器 5 の肉厚が厚 くなり、特に高作動角時

の保持器 5 の強度を向上することができる。前述 したように、高作動角の範

囲では、周方向に配置されたボール 4 が第 1 の トラック溝部 7 A a 、 9 A a

( 7 B a 、 9 B a 、図 2 ( a ) および図 3 ( b ) 参照）と第 2 の トラック溝

部 7 A b 、 9 A b ( 7 B b 、 9 B b 、図 2 ( a ) および図 3 ( b ) 参照）に

—時的に分かれて位置する。この場合に、第 2 の トラック溝部 7 A b 、 9 A



b ( 7 B b 、 9 B b ) に位置するボール 4 か ら保持器 5 のポケ ッ ト部 5 a に

開口側 に押圧する力が作用するが、開口側 に向か つて保持器 5 の肉厚が厚 く

な っているので、保持器 5 の強度 を向上することがで きる。 また、奥側の 卜

ラック溝 7 a 、 9 b の トラック溝深 さを増加 させることがで きる。 この実施

形態 においても、外側継手部材 2 および内側継手部材 3 の トラック溝 7 、 9

の継手の軸線 N — N に対する周方向の傾斜状態、保持器 5 の構成や継手の作

用については、第 1 の実施形態の固定式等速 自在継手 と同様であるので、重

複説明は省略する。

[0080] 本発明の第 4 の実施形態 に係 る固定式等速 自在継手 を図 1 8 〜図 2 2 に基

づいて説明する。 この実施形態の固定式等速 自在継手 は、第 1 の実施形態の

固定式等速 自在継手 と比較 して、第 2 の トラック溝部の構成が異な り、 その

他の構成 は、第 1 の実施形態 と同 じである。

[0081 ] 図 1 8 に示すように、本実施形態の固定式等速 自在継手の縦断面では、第

2 の トラック溝部の形状 を含めて、第 1 の実施形態 とほぼ同様の形状である

。図 1 8 においても、 トラック溝 7 、 9 については、 それぞれ、図 2 ( a )

に示す平面 M および図 3 ( b ) に示す平面 Q における断面 を傾斜角 ァ= 0 °

まで回転 させた状態で示 している。外側継手部材 2 の トラック溝 7 はボール

軌道中心線 X を有 し、 トラック溝 7 は、継手 中心 0 を曲率 中心 とする円弧状

のボール軌道中心線 X a を有する第 1 の トラック溝部 7 a と、 この第 1 の 卜

ラック溝部 7 a とは反対方向に湾曲する円弧状のボール軌道中心線 X b を有

する第 2 の トラック溝部 7 b とか らな り、第 1 の トラック溝部 7 a のボール

軌道中心線 X a に第 2 の トラック溝部 7 b のボール軌道中心線 X b が滑 らか

に接続 されている。一方、 内側継手部材 3 の トラック溝 9 はボール軌道中心

線 Y を有 し、 トラック溝 9 は、継手 中心 0 を曲率 中心 とする円弧状のボール

軌道中心線 Y a を有する第 1 の トラック溝部 9 a と、 この第 1 の トラック溝

部 9 a とは反対方向に湾曲する円弧状のボール軌道中心線 Y b を有する第 2

の トラック溝部 9 b とか らな り、第 1 の トラック溝部 9 a のボール軌道中心

線 Y a に第 2 の トラック溝部 9 b のボール軌道中心線 Y b が滑 らかに接続 さ



れている。

[0082] 図 1 9 に示すように、外側継手部材 2 の第 1 の トラック溝部 7 a のボール

軌道中心線X a の開口側の端部 A までの形状は、第 1 の実施形態と同 じであ

る。 しか し、第 2 の トラック溝部 7 b のボール軌道中心線X b は第 1 の実施

形態と異なる。本実施形態の外側継手部材 2 の第 2 の トラック溝部 7 b の円

弧状ボール軌道中心線X b の曲率中心は、 トラック溝のボール軌道中心線X

と継手中心 0 を含む平面M (図 2 1参照）から周方向に外れた位置に形成さ

れている （図示省略）。そして、第 1 の トラック溝部 7 a のボール軌道中心

線X a の開口側の端部 A に滑らかに接続するよう適宜な曲率で形成されてい

る。図 2 0 に示す内側継手部材 3 の第 2 の トラック溝部 9 b のボール軌道中

心線 Y b も同様であり、内側継手部材 3 の トラック溝 9 のボール軌道中心線

Y は、作動角 0 ° の状態で継手中心 0 を含む平面 P を基準として、外側継手

部材 2 の対となる トラック溝 7 のボール軌道中心線X と鏡像対称に形成され

ている。

[0083] 図 2 1 に基づき、外側継手部材 2 の トラック溝 7 が継手の軸線 N _ N に対

して周方向に傾斜 している状態を説明する。外側継手部材 2 の第 1 の トラッ

ク溝 7 A a のボール軌道中心線X a と継手中心 0 を含む平面Mは、継手の軸

線 N —N に対 して角度ァだけ傾斜 している。そして、第 1 の トラック溝部 7

A a に周方向に隣り合う第 1 の トラック溝部 7 B a は、図示は省略するが、

第 1 の トラック溝部 7 B a のボール軌道中心線X a と継手中心 0 を含む平面

Mが、継手の軸線 N _ N に対 して、第 1 の トラック溝部 7 A a の傾斜方向と

は反対方向に角度ァだけ傾斜 している。上記のように本実施形態では、第 1

の トラック溝部 7 A a 、 7 B a のみが平面M上に形成されている。また、本

実施形態では、第 2 の トラック溝部 7 A b のボール軌道中心線X b は、第 1

の トラック溝部 7 A a のボール軌道中心線X a の開口側の端部 A と滑らかに

接続 した後、開口側に向かって徐々に傾斜角が小さくなるようになだらかに

湾曲 し、開口端部付近では傾斜角が 0 ° となるように形成されている。傾斜

方向が反対になる第 2 の トラック溝部 7 B b のボール軌道中心線X b も同様



に形成されている。

[0084] 図 2 2 に基づき、内側継手部材 3 の トラック溝 9 が継手の軸線 N _ N に対

して周方向に傾斜 している状態を説明する。内側継手部材 3 の第 1 の トラッ

ク溝部 9 A a のボール軌道中心線 Y a と継手中心 0 を含む平面Qは、継手の

軸線 N —N に対 して角度ァだけ傾斜 している。そして、第 1 の トラック溝部

9 A a に周方向に隣り合う第 1 の トラック溝部 9 B a は、図示は省略するが

、第 1 の トラック溝部 9 B a のボール軌道中心線 Y a と継手中心 0 を含む平

面Qが、継手の軸線 N —N に対 して、第 1 の トラック溝部 9 A a の傾斜方向

とは反対方向に角度ァだけ傾斜 している。前述 した外側継手部材 2 の トラッ

ク溝と同様に、内側継手部材 3 の第 2 の トラック溝部 9 A b のボール軌道中

心線 Y b は、第 1 の トラック溝部 9 A a のボール軌道中心線 Y a の奥側の端

部 B と滑らかに接続 した後、奥側に向かって徐々に傾斜角が小さくなるよう

になだらかに湾曲 し、奥側端部付近では傾斜角が 0 ° となるように形成され

ている。なお、傾斜方向が反対になる第 2 の トラック溝部 9 B b のボール軌

道中心線 Y b も同様に形成されている。

[0085] 上記のように、外側継手部材 2 および内側継手部材 3 の第 2 の トラック溝

部 7 A b 、 9 六 1 ぉょび 7 1 、 9 B b が形成されているので、周方向に隣

り合う第 2 の トラック溝部 7 A b と7 B b および 9 A b と9 B b の接近 した

側の間隔は拡がり、離反 した側の間隔は狭まるため、周方向で各間隔の差を

小さくすることができる。これにより、外側継手部材 2 の各球状内周面 6 の

開口側の接触面積の差および内側継手部材 3 の各球状外周面 8 の奥側の接触

面積の差を小さくすることができるので、保持器 5 と外側継手部材 2 、内側

継手部材 3 の球面接触部がバ ランスよ く配置でき、さらなる作動の円滑化を

図ることができる。

[0086] 上記の第4 の実施形態では、外側継手部材 2 の第 2 の トラック溝部 7 A b

、 7 B b のボール軌道中心線X b を、第 1 の トラック溝部 7 A a 、 7 B a の

ボール軌道中心線X a の開口側の端部 A と滑らかに接続 した後、開口側に向

かって徐々に傾斜角ァが小さくなるようになだらかに湾曲 し、開口端部付近



では傾斜角ァが 0 ° となるように形成 し、一方、内側継手部材 3 の第 2 の 卜

ラック溝部 9 A b 、 9 B b のボール軌道中心線 Y b を、第 1 の トラック溝部

9 A a 、 9 B a のボール軌道中心線 Y a の奥側の端部 B と滑らかに接続 した

後、奥側に向かって徐々に傾斜角ァが小さくなるようになだらかに湾曲 し、

奥側端部付近では傾斜角ァが 0 ° となるように形成 したものを示 したが、こ

れに限定されない。すなわち、外側継手部材 2 の第 2 の トラック溝部 7 A b

、 7 B b のボール軌道中心線X b を、第 1 の トラック溝部 7 A a 、 7 B a の

ボール軌道中心線X a の開口側の端部 A に比較的小さな曲率半径の円弧で接

続 した後、開口側は傾斜角ァが 0 ° で形成 し、同様に、内側継手部材 3 の第

2 の トラック溝部 9 A b 、 9 B b のボール軌道中心線 Y b を、第 1 の トラッ

ク溝部 9 A a 、 9 B a のボール軌道中心線 Y a の奥側の端部 B に比較的小さ

な曲率半径の円弧で接続 した後、奥側は傾斜角ァが 0 ° で形成 してもよい。

[0087] 以上の実施形態の固定式等速自在継手では、ボール 4 の個数を8 個のもの

で説明 したが、これに限られるものではない。ボールの個数は 1 0 個のもの

も好ましく、さらにボールの個数が 1 2 個のものも適宜実施することができ

る。

[0088] また、以上の実施形態の固定式等速自在継手では、第 1 の トラック溝部は

、単一の円弧に限られず、 トラック溝深さなどを考慮 して複数の円弧で形成

してもよい。さらに、 トラック溝は周方向に等ピッチで配置 したものを示 し

たが、不等ピッチで配置 してもよい。また、継手の軸線 N —N に対する第 1

の トラック溝の傾斜角度ァが、すべての トラック溝において等 しいものを示

したが、これに限られず、傾斜角度ァを外側継手部材と内側継手部材の対と

なる第 1 の トラック溝と他の対となる第 1 の トラック溝とで不等角度に形成

してもよい。要は、保持器の周方向すベてのポケッ卜部に作用するボールの

軸方向の力が、全体として釣合うように各傾斜角度が設定されておればよい

。加えて、 トラック溝とボールとが接触角をもって接触するアンギユラコン

タク 卜の実施形態を示 したが、これに限られず、 トラック溝の横断面形状を

円形状に形成 したサ一キユラコンタク 卜にしてもよい。



本発明は前述 した実施形態 に何 ら限定されるものではな く、本発明の要 旨

を逸脱 しない範囲内において、 さ らに種 々の形態で実施 し得 ることは勿論の

ことであ り、本発明の範囲は、特許請求の範囲によって示 され、 さ らに特許

請求の範囲に記載の均等の意味、 および範囲内のすべての変更を含む。

符号の説明

1 固定式等速 自在継手

2 外側継手部材

3 内側継手部材

4 ボール

5 保持器

6 球状 内周面

7 卜ラック溝

7 a 第 1 の トラック溝部

7 b 第 2 の トラック溝部

8 球状外周面

9 卜ラック溝

9 a 第 1 の トラック溝

9 b 第 2 の トラック溝

シャフ ト

球状外周面

3 球状 内周面

2 0 ドライプシャフ 卜

A 而咅

B 而咅

f 2 才 フセ ッ 卜量

K 垂線

し 直線

M ボール軌道中心線 を含む平面



N 継手の軸線

0 継手 中心

P 継手 中心平面

Q ボール軌道中心線 を含む平面

0 o 曲率 中心

0 i 曲率 中心

0 o 3 曲率 中心

R 直線

X ボール軌道中心線

Y ポール軌道中心線

β 角度

Ύ 傾斜角

δ 接触角

θ 作動角

σ 余裕量



請求の範囲

[ 請求項 1] 球状 内周面 に軸方向に延びる複数の トラック溝が形成 され、軸方向

に離間する開口側 と奥側 を有する外側継手部材 と、球状外周面 に前記

外側継手部材の トラック溝 と対 をなす複数の トラック溝が形成 された

内側継手部材 と、前記外側継手部材の トラック溝 と内側継手部材の 卜

ラック溝 との間に介在 して トル クを伝達する複数のボール と、 このボ

ール をボケ ッ 卜内に保持 し、前記外側継手部材の球状 内周面 と内側継

手部材の球状外周面 とに嵌合する球状外周面 と球状 内周面 を有する保

持器 とを備 えた固定式等速 自在継手 において、

前記外側継手部材の トラック溝 は、奥側 に位置する第 1 の トラック

溝部 （7 a ) と、 開口側 に位置する第 2 の トラック溝部 （7 b ) とか

らな り、前記第 1 の トラック溝部 （7 a ) は、継手 中心 （0 ) に対 し

て軸方向にオ フセ ッ 卜のない曲率 中心 をもつ円弧状のボール軌道中心

線 （X a ) を有 し、少な くともボール軌道中心線 （X a ) と継手 中心

( 0 ) を含む平面 （M) が継手の軸線 （N _ N ) に対 して傾斜すると

共 にその傾斜方向が周方向に隣 り合 う前記第 1 の トラック溝部 （7 a

) で互 いに反対方向に形成 されてお り、前記第 2 の トラック溝部 （7

b ) は、 円弧状のボール軌道中心線 （X b ) を有 し、 その曲率 中心 は

前記第 1 の トラック溝部 （7 a ) のボール軌道中心線 （X a ) よ り半

径方向外側 にオ フセ ッ トされてお り、前記第 1 の トラック溝部 （7 a

) のボール軌道中心線 （X a ) の端部 （A ) は、前記継手 中心 （0 )

よ り開口側 に位置 し、 この位置が前記継手 中心 （0 ) か ら開口側 にお

ける有効 トラック長 さの少な くとも 6 0 % を占め、前記端部 （A ) に

前記第 2 の トラック溝部 （7 b ) のボール軌道中心線 （X b ) が接続

されたものであ つて、前記内側継手部材の トラック溝のボール軌道中

心線 （Y ) は、作動角 0 ° の状態で継手 中心 （0 ) を含む平面 （P )

を基準 と して、前記外側継手部材の対 となる トラック溝のボール軌道

中心線 （X ) と鏡像対称 に形成 されていることを特徴 とする固定式等



速 自在継手。

前記第 1 の トラック溝部 （7 a ) のボール軌道中心線 （X a ) の開

口側の端部 （A ) と継手 中心 （0 ) とを結ぶ直線 （L ) が、前記継手

中心 （0 ) を含む平面 （P ) に対 してなす角 ( β ) を 1 4 ° ~ 1 6 ° に

設定 した ことを特徴 とする請求項 1 に記載の固定式等速 自在継手。

前記固定式等速 自在継手の最大作動角 における トラック溝の実際の

くさび角 （2 て ） を 2 て 4 3 ° よ り、次式に基づいて、位相角 =

0 ° の 2 次元断面 における くさび角 2 て ' を設定 した ことを特徴 とす

る請求項 1 又は請求項 2 に記載の固定式等速 自在継手。

( 2 て ） = ( 2 て ' ) c o s δ + ( 2 ) s i n 8

ただ し、 δ はボール と トラック溝 との接触角、 ァは トラック溝の傾斜

角 とする。

前記固定式等速 自在継手の最大作動角 において、前記保持器のボケ

ッ 卜に対 して半径方向外方 に最 も移動 した前記ボール と前記ポケ ッ 卜

の接触点 と、前記保持器の球状外周面 との間に余裕量 （ひ ） が形成 さ

れていることを特徴 とする請求項 1 ~ 3 のいずれか一項 に記載の固定

式等速 自在継手。

前記第 1 の トラック溝部 （7 a ) のボール軌道中心線 （X a ) の曲

率 中心 を、継手の軸線 （N — N ) 上 に配置 した ことを特徴 とする請求

項 1 又は請求項 2 に記載の固定式等速 自在継手。

前記第 1 の トラック溝部 （7 a ) のボール軌道中心線 （X a ) の曲

率 中心 を、継手の軸線 （N — N ) よ り半径方向にオ フセ ッ トさせた こ

とを特徴 とする請求項 1 又は請求項 2 に記載の固定式等速 自在継手。

前記保持器の球状外周面 と球状 内周面 とが、継手 中心 （0 ) に対 し

て軸方向にオ フセ ッ 卜された曲率 中心 を有することを特徴 とする請求

項 1 又は請求項 4 に記載の固定式等速 自在継手。

前記第 2 の トラック溝部 （7 b ) の円弧状のボール軌道中心線 （X

b ) の曲率 中心が、 さ らに継手 中心 （0 ) よ り開口側 にオ フセ ッ トさ



れていることを特徴 とする請求項 1 ~ 7 のいずれか一項 に記載の固定

式等速 自在継手。

[ 請求項 9] 前記第 2 の トラック溝部 （7 b ) の円弧状のボール軌道中心線 （X

b ) の曲率 中心が、前記第 1 の トラック溝部 （7 a ) のボール軌道中

心線 （X a ) と継手 中心 （0 ) を含む平面 （M) か ら外れた位置 に形

成 されていることを特徴 とする請求項 1 ~ 8 のいずれか一項 に記載の

固定式等速 自在継手。

[ 請求項 10] 前記第 2 の トラック溝部 （7 b ) のボール軌道中心線 （X b ) の傾

斜角が、開口側 に向けて徐 々に減少することを特徴 とする請求項 1 〜

9 のいずれか一項 に記載の固定式等速 自在継手。

[ 請求項 11] 前記 トル ク伝達ボールの個数 を 8 個 と した ことを特徴 とする請求項

1 ~ 1 0 のいずれか一項 に記載の固定式等速 自在継手。
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